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土砂災害防止法（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律）とは

• 地形や土地利用状況に関する基礎調査を行い、土砂災害警戒区域等を指定することにより、土砂災害に関す
るリスクの開示や警戒避難体制の整備、一定の開発行為及び建築物の構造規制を行う。

出典：国土交通省HP（土砂災害防止法の概要）https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001323909.pdf 2

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001323909.pdf


土砂災害の発生原因と土砂災害警戒区域

• 土砂災害の発生原因は主に土石流、地滑り、急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）に区分され、これら３つの自然現
象を対象に各都道府県において調査、指定を行っている。

• 土砂災害防止法では、住民等の生命又は身体に危害が生じるおそれがある土地の区域を土砂災害警戒区域
（イエローゾーン）、著しい危害が生じるおそれがある土地の区域を土砂災害特別警戒区域（レッドゾー
ン）として指定することができる。
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3出典：国土交通省HP（土砂災害防止法の概要）https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001323909.pdf

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001323909.pdf


土砂災害防止法に基づく区域指定（１巡目）

• 大阪府では、土砂災害に関するリスクの開示・情報の共有、すべての施策の基軸として最優先に実施。
• 平成28年９月に１巡目の区域指定が完了した。

全国で基礎調査が完了

大阪府で基礎調査・区域指定が完了
Y:8,345 R:7,758（H28.9）
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出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/content/001741180.pdf）に一部加筆



基礎調査のフォローアップと大阪府内の実施状況について

●基礎調査の実施状況
• 平成28年度に府内全域の基礎調査及び約8,300箇所の区域指定が完了。
• 平成29年度より基礎調査のフォローアップ（２巡目）を開始し、令和６年度末に調査完了。
• 令和７年度より基礎調査のフォローアップ（３巡目）を開始。

新たな知見や地質条件による
区域設定条件の反映

４巡目、５巡目基礎調査の実施

平成28年度 基礎調査（１巡目）完了

平成29年度 基礎調査（２巡目）開始

令和７年度 基礎調査（３巡目）開始

令和６年度 基礎調査（２巡目）完了

平成17年度 基礎調査（１巡目）開始

●フォローアップ調査とは
→土砂災害防止法第４条において、地形改変により、既に指定されている土砂災害警戒区域等の形状の変化
が想定される箇所や、新たに土砂災害警戒区域等の指定の要否を確認する必要がある箇所を把握することを
目的に、土砂災害対策基本方針に基づき、概ね５年ごとにフォローアップ調査を実施することとされている。
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基礎調査のフォローアップ（２巡目）（概ね５年ごとの繰り返し調査）

• 基礎調査のフォローアップ（２巡目）として、航空写真の見比べによる地形改変を抽出し、地形改変が確認
された箇所については、現地調査を行い、区域指定を行っている。

地形改変が確認された箇所の現地調査を行い区域を変更

平成28年9月以降の指定実績

（令和５年12月末時点）

駐車場の造成により
地形が改変

●基礎調査のフォローアップ（２巡目）

（指定累計）
警戒区域：115か所
特別警戒区域：98か所

・地形が大きく改変され、住宅が立地している

⇒現地確認を実施し、基礎調査の必要性を判断

●基礎調査のフォローアップ（２巡目）による指定事例

（解除累計）
警戒区域：110か所
特別警戒区域：100か所
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衛星画像を見比べることにより、地形改変状況を把握。

航空写真の見比べ調査
（２巡目調査実績）

衛星画像の比較調査
（新技術）

数値標高モデルの差分解析
（新技術）

概要
２時期の航空写真を技術者が見比べ
て抽出

２時期の衛星画像を画像解析により
比較して抽出

２時期の数値標高モデルを比較して標
高差分解析により抽出

精度 地上分解能が50cmより精細 地上分解能が50cmより精細
植生の状況に左右されずに地形改変箇
所を抽出できるものの、地上分解能は
１ｍより粗い

課題と
対応

航空写真の見比べに時間を要する。 画像解析により、速やかな抽出が可能。
数値標高モデルを取得することにより、速
やかな抽出が可能。

基礎調査のフォローアップ（３巡目） （地形改変状況の把握手法）

• 基礎調査のフォローアップ（３巡目）については、新旧の衛星画像の比較による地形改変範囲の抽出を実施。

これまでの調査における課題に対し、地形改変の抽出に必要な情報収集方法と解析手法について、新技術を踏まえ検討。

●基礎調査のフォローアップ（３巡目）における地形改変状況の把握手法

●基礎調査のフォローアップ（３巡目）による調査事例

衛星画像を用いた抽出作業の効率化により、事務所別に約3年の期間を要していた航空写真の見比べ調査に対し、
精度を保ちつつ、単年度で府内一円の地形改変箇所の抽出が可能になる。

新技術を活用した地形改変状況の把握手法を検討

2019年 2023年
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画像の種類
解像度・色調
（波長バンド）

特徴
主な解析手法と
利用用途

光学衛星画像（パンシャープン画像） ・地上分解能0.5m
・カラー
（白黒、可視光、近赤外線の合
成）
・その他、熱赤外線、短赤外線等、
センサごとに異なる波長域の情報
が利用可能

詳細な地表の構造を捉えるととも
に、複数波長域の情報を有してお
り、高解像度の識別と対象物の色
彩による識別が可能。

NDVI解析による植生の観測、土
壌調査、環境モニタリング等

●使用する衛星画像

© CNES 2023, DistributionAirbus DS

基礎調査のフォローアップ（３巡目）における地形改変状況の把握手法の検討

• 地形改変範囲の抽出には、新旧の光学衛星画像と新技術を積極的に活用し、地形改変範囲を抽出する。

地表の構造が詳細に識別可能な光学衛星画像を使用。

Normalized Difference Vegetation Index（NDVI：正規化植生指標）
植物の緑葉は赤色等の可視光を吸収し、近赤外領域の波長の光を強く反射する

性質を利用。
２時期の画像比較により植生が不活性化した箇所を赤、活性化した箇所を緑で

表現している。

●NDVI解析（新技術）

© Copernicus Sentinel data [2016-2023]

近年の衛星画像の高解像度化により、識別精度が向上。2時期の
光学衛星画像を解析し、植生が裸地やコンクリートに変化した範囲を
地形改変の疑いのある範囲として抽出する。
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基礎調査のフォローアップ（３巡目）における衛星画像による解析

衛星画像収集

NDVI解析

既指定箇所と合成

目視による
地形改変有無の

確認

地形改変あり

重複確認

地形改変
なし

現地確認必要

現
地
調
査
不
要

地形改変の疑いの
ある範囲抽出

重複あり

重複
なし

高
精
度
な
地
形

情
報
で
判
断

●作業フロー

2019年 2023年

NDVI解析 地形改変範囲

• ３巡目基礎調査については、光学衛星画像を使用したNDVI解析と目視により地形改変箇所を抽出する。

土砂災害警戒区域の周辺の
1,200㎢を対象に、２時期の
衛星画像を収集する。

植生の被覆状況の変化から、
地形改変範囲を確認する。

NDVI解析にて抽出された範
囲を地形改変の疑いのある範
囲とする。

2時期の衛星画像を目視確
認し、地形改変範囲の確実
性を高める。

地形改変範囲と重複する既
指定箇所は現地確認の必要
ありと判断。GIS上で処理。

© Copernicus Sentinel data [2019-2023]

既指定箇所と合成

土砂災害警戒区域

地形改変範囲

※添付画像は解像度10ｍ
実作業は0.5mで行う。

地形改変範囲と区域が重複
↓

現地調査必要

土砂災害
特別警戒区域
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基礎調査のフォローアップ（３巡目）における衛星画像による解析結果

影になっている箇所雲がかかっている箇所

⚫ 概査必要箇所について
→現地概査により、基礎調査の必要性を判断

⚫ 基礎調査のフォローアップ（４巡目）に向けて
→今回取得した衛星画像を用いることでさらなるコスト縮減が可能となる。これに加え、SAR画像を併用した地盤変動量の
2時期の変化も確認することで目視作業を縮減する等、さらなる新技術の活用を検討し、引き続き効率化・省力化を目指
していく。

雲
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• 光学衛星画像を用いたNDVI解析と目視確認を併用する手法により抽出、整理した。
• 面積にして大阪府の約63%にあたる1,200km2の地形改変状況を一業務で確認した。

既指定の約8,300箇所のうち、
○地形改変がなく、現地調査が不要 ：約96％
○地形改変があり、現地調査が必要
○対象箇所が影に入っていたり雲に隠れており、衛星画像では状況

確認できず、現地確認が必要 ：約１％
○地形改変中で、現地調査を保留 ：約２％

：約１％


